







































































































































































































































































































































































































































































































































































































　　　　　　　　　　　　　　v＞O　（38）　　lim　r＝　lim　　 At　　 　 　　 At　　t一）　oo　　 　　　t－oo
が存在するから，結局（A＋ld）tvはt→。。でAに収束する。したがって，
（35）式よりp（t）も同じフロベニウスベクトル（Aの正数倍）に収束する．
また，（33）式とλ，Aの定義からr（t　1）はλ一L　1に収束する．
　このような「逐次修正」論は，「競争転化」論の一つの純粋形態と考えられ
るが，必ずしも唯一のものとはいえない．「逐次修正」にかんする上記の証明
は，諸部門の投入係数と実質賃金バスケット（拡大投入係数行列）が，「修
正」の過程で一定であることを前提にしている．ところが「競争転化」論に
おける「競争」は，価値体系下の不均等な利潤率を不満とした諸資本の部門
間移動であり，諸資本の部門間移動には一般に諸部門の生産水準の変化がと
もなう．それゆえ「競争転化」論と「逐次修正」論が矛盾せず包含関係にお
かれるのは，拡大投入係数行列が生産水準の変化にもかかわらず固定的と想
定される場合であろう．さもなければ，拡大投入係数行列の不変性を前提と
する「逐次修正」論は，はじめから所与の生産水準のもとで生産価格体系の
（26）この条件はMMorishima　and　G，　Catephores，　Value，　Exploitation　and　Grotvth，
　McGraw－Hill，1978，高須賀義博・池尾和人訳（創文社，1980年），第6章において指摘
　されている．なお，分解不能行列が安定であることとプリミティヴであることの同値性
　は，二階堂血合『経済のための線形数学』培風館，1961年，106～109頁を参照．
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形成過程を扱うことになるが，これでは理論が「競争」を離れて著しく観念
的な操作に陥ってしまう．そして「競争転化」論は，規模にかんする収穫可
変と実質賃金率の変動を許容するような，「逐次修正」論とは別の枠組みに
向けて純化されねばならなくなる（27）．
　純粋形態としての「逐次修正」論には，じつはこうした微妙な問題が隠さ
れているが，いずれにしても「競争転化」論の核心は，諸資本の「競争」を
媒介とした価値体系から生産価格体系への「転化」である．そこでは，いわ
ゆる歴史的転化の有無は措いても，確立した資本制のもとではそうした「転
化」が実在的な基礎をもたないという批判が正鵠を射たものであろう（28），諸
資本の運動を直接左右するのは市場価格だが，われわれは，市場価格の変動
をいかに追求してみても，背後に「価値価格」の影を認めることはできな
い．部門利潤率の不均等をもたらす価値通りの交換は，より高い利潤率を求
める諸資本の自由な部門移動と矛盾するからである，生産価格体系の成立に
不可欠な現実的契機は諸資本の自由な部門移動である．したがって，「競争
転化1論で活かされるべきはあくまで「競争」であろう．とすれば，非実在
的な「転化」のほうは必然的に捨てられなけれぽならない．こうした批判に
たいしては，理論上の「転化」はしょせん観念的なモデルの操作（シミュ
（27）しかし，そうした「競争転化」論の「現実化」は，その均衡論的性格をいっそう浮か
　び上がらせる結果になろう．均衡論と本質的に挾を分かつマルクス派価格理論の方向
　性と到達点は，W．　Semmler，　Competition，　Monopoly，　and　Differential　Profit　Rates，
　Columbia　U．　P，1984，　Part1において総括されている．
　　なお，P．　Sweezy，”Marxian　Value　Theory　and　Crises”　（前掲The　Value
　Controversrv，1981）は，「逐次修正」論をスティードマンの批判を回避する欠点のない
　方法と評価し，「転化」は資本蓄積に影響を及ぼすような実質的な変化ではないと指摘
　している．他方，「逐次修正」論は現実的基盤をもたずナンセンスだとする批判には，
　S．　Himmelweit　and　S，　Mohun，　”Real　Abstractions　and　Anomalous　Assumptions”
　（Capitalαnd　Class，　no．6，1978）がある．
（28）高i須賀はこれを4点にまとめている（同，前掲書，108～llO頁）．また，「競争転化」
　論は，市場価値が生産価格の代理概念として用いられるかぎり決定的なダメージを受
　けると指摘している（同，116頁）．
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レーション）にすぎない，という反論が当然ありうる．だが，問題は，そう
した理論操作が資本制の現実過程とのあいだで取り結ぶ関係なのである．価
値体系を起点とした「転化」では，「競争」の内容が現実と切り離されて形骸
化される結果，理論上の生産価格体系と現実の市場価格の運動との断層が決
定的なものになってしまう．そのことは，ひるがえって，起点とされた価値
体系の実在的基礎の破壊をも招かざるを得ない．
　総計一致論の評価を「競争転化」論との関連で与えるためには，このよう
な「競争」と「転化」の二側面に留意して諸類型の含意を摘出することが重
要であろう．
　マルクス型は，「競争転化」論の原初形態と総計一致二命題が共存した好
運な例外であった．いったん「競争転化」論が「逐次修正」論への純化の道
をたどり始めると，二つの総計一致命題は両立しなくなる．じっさい，（35）
式からすべての自然数tについて
　　ツ1）（t）　＝∠ソv　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（39）
が成り立つが，総剰余価値＝総利潤は一般にいえない．この点は，「逐次修
正」による生産価格体系の収束先が（6）式になることからも明らかであ
る．
そこで，マルクス型の構造を総計一致命題から切り離して「競争転化」論に
引きつけてみると，それが原初形態であるためにかえって「競争転化」論の
一方の本質を鮮明にしていることに気がつく．それは，価値体系が「転化」
の起点として自立しているのにたいし，生産価格体系は価値体系を前提にし
なければ形成され得ないという関係である．マルクスが「この展開がなけれ
ば，一般的利潤率は（それゆえ商品の生産価格も）無意味で没概念的な表象
にとどまる」㈹と断じたのも，まさにこの関係であった．純粋形態としての
（29）Kマルクスr資本論』第口巻，新日本出版社版第9分冊，273頁．裏返せば，生産価格
　体系が価値体系を前提とせずに成立することを彼は知っていた．
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「逐次修正」論では，「競争」の側面は一見徹底されたようにみえるが，「転
化」が意味するこうした一方的依存関係が弱められている．収束先の生産価
格体系は価値体系と同様に自立的であり，形式的にはそこから価値体系への
「逆転化」すら論じうるからである．
　　「競争転化」論との関連で表面化したマルクス型の特徴が，価値体系の自
立性と生産価格体系の価値体系への～方的依存関係であるとすれば，ロバー
ツ・大石型とリピエッツ・フォレイ型の特徴は，生産価格体系の自立性と価
値体系の生産価格体系への依存関係を強調した点に見出される．大石には，
すでにみたように「競争転化」論に属する論理展開も混在しているが，それ
は大石の主張の整合的な部分ではなかった．また，リピエッツ・フォレイ型
では，商品価値自体は自立的に決まるが，労働力価値や剰余価値率といった
本来は価値次元の諸概念が，貨幣賃金率，利潤・賃金比率や独自に規定され
た「貨幣価値」等の価格関係を媒介にして与えられている．いずれにしても
両類型は，「競争転化j論とは対極的な「逆転化」の発想につながるものとい
えよう．
　〔4〕「フォーク」論との関連
　1970年代に本格化した新リカード派による労働価値理論批判は，その水準
と広がりにおいて研究史上空前のインパクトをもった（30），彼らによって提起
された結合生産や固定資本の存在にともなう「負の価値」の発生・生産価格
体系を基準とする技術選択の影響・異種労働の還元における困難等は，一つ
一つがマルクス派経済学の死活にかかわる論点とみなされている．しかしな
がら，新リカード派理論には，そうした個SIJの論点をこえた包括的な批判が
併せ含まれていた．それは，価値体系と生産価格体系が生産と分配の同じ実
物的連関からそれぞれ独立に決定されるので，価格の変動や分配をめぐる階
級対立を解明するのに価値体系が不可欠の基礎であるとはいえない，という
（30）その中心は，1．Steedman，　Marx　after　Sraffa，　NLB，1977であった．
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カ，プ　召オ‘．
A，　l
d　etc．
（生産価格体系）
（実物的連関）
v，　e　etc．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（価値体系）
　　　　　　　　　　　　　　　　1図
主張である．
　実物的連関と価値・生産価格体系のこうした関係は，1図のように図式化
されて「フォーク状の性質」と呼ばれている．それは，いい換えれば，実物
的連関を媒介にした価値体系と生産価格体系の「二重の双対性」（31）にほかな
らない．すなわち，既出の連立方程式体系（1），（6），（21）式を変形した
　　｛1一（A十ld）｝v＝s　（40）
　　｛1一（A十ld）｝p＝z　（41）
　　or　｛1一（A十ld）｝　＝f　（42）
においては，総剰余価値にかんする
　　ys＝＝fv　（43）と総利潤にかんする
　　＝ソπ＝　f♪　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（44）
が成立しており，また，（42）式があるノ＞0にたいしてge　y≧0をもっこ
（31）M．Morishima，前掲邦訳，4頁。
一175一
524
とが，（40），（41）式がそれぞれ任意のs≧0，π；≧0にたいして解θ≧0，
p≧0をもっことの必要十分条件である（32）．
　ここで前提にされている価値規定と生産価格規定は，「次元の相違」論や
「競争転化」論の純粋形態と同一のオーソドックスなものである．そして，
ただちにわかるように，この「二重の双対性」は，「次元の相違」論の一環を
なす「マルクスの基本定理」の成立を根底から支える構造でもある．した
がって，われわれは，まずこれらの発想への批判とも解される「フォーク」
論に固有の特徴を確i青しなければならない．
　　「次元の相違」論にたいする「フォーク」論の批判の核心は，価値体系と
生産価格体系のあいだの「基本定理」に代表される同値関係が，そのままで
は価値体系の根源性の証明にならないことを指摘した点にある．たとえば利
潤の存在と剰余価値の存在が同値だというだけなら，論理的には利潤によっ
て剰余価値を説明することも同様にできよう．利潤の存在と剰余価値の存在
は，究極的にはフィジカルな剰余生産物の存在によって支えられているとみ
るのが，もっとも自然な認識である㈹．にもかかわらず剰余価値が利潤の排
他的実体であると主張したければ，生産価格体系や実物的連関にたいする価
値体系の根源性・独自性を保証するために，価値体系のみを直接に規定する
（32）二階堂，前掲書，71頁を参照．なお，われわれは，資本制における商品の価値を，線
　形計画法によって求められる最小必要労働ではなく，あくまで現実に支出された社会
　的平均労働で与えるべきだと考える．そのためには，フォン・ノイマン＝スラッファ＝
　森嶋とは異なる方法でとくに結合生産や固定資本が存在する場合の価値規定を行う必
　要があるが，結合生産物の一部種類（副生産物）が社会的に過剰となる場合や固定資本
　が当初予定の稼働年数に至らずに廃棄された場合の価値計算上の処理など，なお若干
　の問題が残されているように思われる．
（33）漸リカード派といえども，同値関係を手つかずで残すわけではない．マルクス派の
　　（実物的連関→）価値体系→生産価格体系ないし価値体系→（実物的連関→）生産価格
　体系という規定方向にたいして，彼らは実物的連関→価値体系と実物的連関→生産価
　格体系の並存を基調とし，技術選択にかんする生産価格体系→実物的連関→価値体系
　の規定方向を付け加えるのである．
一176一
生産価格論における総計一致命題の「復活」と止揚（上）　525
「行方不明の構造」（34）が発見されなければならない．そうした構造の存在を
否定することが，「フォーク」論の重要な特微である．
　「競争転化」論を「フォーク」論の立場から批判しようとすれば，「転化」
にかんする部分には，「次元の相違」論の場合と同様の論理が適用可能であ
る．「競争転化」論が「逐次修正」論のように純化されるのならば，どうして
価値が起点で生産価格が終点なのか．その方向を特定する「行方不明の構
造」が示されなければならない．しかし，「競争」にかんする部分では，その
非実在的性格を指摘された「競争転化」論とは別の意味で，「フォーク」論の
側が危機に瀕する．生産価格体系をたんなる与件とせず，諸階級の編成や諸
資本の競争状態を反映したより現実的な価格体系を考えれば，それは拡大投
入係数行列のフロベニウスベクトルのままではあり得ない．とすれば，価値
体系の無用性を主張するために「フォーク状の性質」を用いることも，もは
やできなくなるからである．
　こうして新リカード派の「フォーク」論は，一方では「次元の相違」論や
「競争転化」論に共通のウィークポイントである価値体系の生産価格体系に
たいする先行性の論証の欠如を的確に突きながら，その克服の道を敢えて閉
ざしたものとみることができる．それでは，総計一致論の諸類型はこの点に
かんしていかなる道を歩んでいるだろうか．総計一致論の諸類型が，価値体
系と生産価格体系を単純な同値関係ではなく一方的な依存関係のもとにおい
ていることは，再三述べてきた．それゆえ問題の焦点は，それぞれの類型に
特有な依存関係の方向性を支える構造が，「フォーク状の性質」ないし「二重
の双対性」をいかに有効に回避し得ているかに絞られよう．
　形式的な回避という点で完全な成功を収めているのはマルクス型とロバー
ツ・大石型である．マルクス型では生産価格体系が，ロバーツ・大石型では
（34）　P．　Bandyopadhyay，　”Critique　of　Wright　2，　ln　Defence　of　a　Post－Sraffian
　Approach”　（前掲The　Vatue　Controversy，1981），112頁．
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価値体系が実物的連関との双対性をもたず，したがって「二重の双対性」が
成立していない．「二重の双対性」の不成立は，経済学的には「次元の相違」
論にみられた「基本定理」の迂回的な証明を無効とする．代わって剰余価値
の存在と利潤の存在の同値性の論拠は，総剰余価値＝総利潤の成立に求めら
れている．しかし，すでに指摘したように，価値量と価格量の総計一致はそ
れ自体で意味をもつのではなく，背後に想定された理論の内部構造の一表現
と解されるべきものである．
　リピエッツ・フォレイ型では，価値体系と生産価格体系がともに特定の実
質賃金バスケットを前提にしないで規定される結果，（40）～（44）式のよう
な意味で剰余価値・利潤・剰余生産物レベルの双対性はみられない．しかし
ながら，新価値・付加価値・余剰生産物レベルではつぎのような「二重の双
対性」の存在が示される．すなわち，
　　（1－A）v＝1　（45）　　（／－A）p＝　lw十z　（46）
　　bl（1－A）＝yld十f　（47）
において，総新価値にかんする
　　：ソ1＝（yld＋f）v　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（48）
と総付加価値にかんする
　　y（lw十z）＝（yld十f）p　（49）
が成立しており，また，（47）式があるメ4＋f＞0にたいして解y≧0をも
っことが，（45），（46）式がそれぞれ任意の1≧0，lw＋π≧0にたいして解
v≧0，P≧0をもっことの必要十分条件である（35）．こうした関係を基礎と
して，総新価値が正であることと総付加価値が正であることは同値である．
したがって，正の剰余価値と正の利潤の対応関係は，この新価値と付加価値
（35）新価値・付加価値・余剰生産物レベルの「二重の双対性」は，（1）式と（6）式から
　なるオーソドックスな価値・生産価格体系では成立しているが，マルクス型やロパー
　ツ・大石型ではみられない．
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のそれぞれの分割方法にもっぱら依存するといえよう，この点では，リピ
エッツが三新価値＝総付加価値とおいて労働力価値を貨幣賃金率で直接与え
るのにたいし，フォレイは総付加価値と貨幣賃金率にそれぞれ「貨幣価値」
を掛けて総新価値と労働力価値を求めるという違いはあったが，いずれの場
合も剰余価値率が利潤・賃金比率に等しい．その結果として，内容的に「基
本定理」と同一の同値関係が保証されるのである，
　なお，このようなリピエッツ・フォレイ型の「二重の双対性」は，たんに
「フォーク」論や「基本定理」との関連にとどまらず，それ自体として注目
すべき含意をもつ．それは，価値体系と生産価格体系の対応関係の基礎を，
総価値と総生産価格や総剰余価値と総利潤のあいだにではなく，総新価値と
総付加価値のあいだに定めることである．資本の直接的生産過程に遡ってこ
れをみれば，生労働による価値実体の形成が，不変資本価値の移転・再評価
や必要労働部分と剰余労働部分の分割に優先する根源的契機と捉えられるこ
とを意味する（36）．総新価値＝総付加価値という第三の総計一致命題によって
不適切に表現されたリピエッツ・フォレイ型の真の経済学的含意は，一つに
はこの点に見出される．
　「フォーク」論との対比によって顕在化した「次元の相違」論や「競争転
化」論と総計一致論の以上のような対照は，しかしながら，ただちに総計一
致論の優位性を結論づけるわけではない．両者の関係はそれぞれの内部関係
と同様きわめて多面的であり，このような対照はむしろその形式的な一面に
すぎない．また，「次元の相違」論や「競争転化」論には既述のような基本的
正当性や肯定的側面があって，これらは「フォーク」論の限界を乗り越える
方向で継承されなければならない．結局のところ要請されているのは，次項
で述べるような「転化問題」の枠組みの変更であり，総計一致論の諸類型
（36）　「二重の双対性」がこうした労働過程把握をもたらすのではない．リピエッツ・フォ
　レイ型の「二重の双対性」には，経済学的にそれを乗り越える突破口の一つが同時に準
　備されているということである．
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は，こうした枠組みの変更に積極的な役割を演じながら発展的に解消されて
いくのである．
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